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１.はじめに
本稿は，公的介護制度の改革が経済に及ぼす影響について?察したものである．具体的には，
公的介護制度が存在する経済のもと，その制度の運営のための個人所得税の税率を引き上げるこ
とで公的介護制度の自己負担率の軽減を行ったときに生じる影響について明らかにする．所得税
率を引き上げることで公的介護制度の自己負担率を軽減すると，民間の介護サービス事業者が行
う介護の質が改善し，その価格も安くなる．また，同時に環境の質も改善する．さらに，経済厚
生の観点からは，すでに制度が存在している場合には，公的介護制度の自己負担率を軽減するの
が望ましいということを示した．
日本の社会保障制度は，経済成長が著しい時代に構築され，社会保障政策はとりわけ世代間の
所得の再分配を目的として運営されてきた．しかし，現在の日本は，急激な少子化・高齢化が進
んでおり，人口の増加や経済成長に過度に頼るかたちで所得の再分配に軸足をおいた政策を?慮
することは難しい．このような状況の下，従来の若年世代から退職世代への所得移転に主眼をお
いた社会保障制度から，社会全体で年齢に関係なく資力に応じて応分の負担を求める制度へと模
索が始まっている．また，小野（2012）でも言及されているように，成熟社会に入った日本は，
物質的に相当に満たされた状態にある，すなわち，生産力過剰に伴う需要不足が起こっている．
よって，さらなる成長を追い求めるよりも，たとえば高齢化に応じた民間の介護サービスの充実
を図ることによって高齢者の生活の質の向上につながるような新たな需要の掘り起こしの促進や，
人びとの生活の基盤となる自然環境を向上させるなどといった方向に政策の目標を転換すべきで
ある．実際，2010年から，人々の豊かさに関する指標探しを目的として内閣府主催の幸福度に関
する研究会が立ち上がり，経済社会状態以外の豊かさに関する議論がされている．その中で，豊
かさの重要な指標として，従来の経済社会状況と健康という要素に加えて，関係性（居住する社
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会における環境や人とのつながりなど）も重視すべきという提案がなされている．これらの新た
な価値観を反映する政策の実行のために，人々の生活の質とその生活の質を支える土台となるべ
き環境の質について?察することは意義があると?える．さらに，豊かさの重要な指標である健
康と関係性について同時に?える研究は十分な研究蓄積がなく，この研究は必要不可欠であろう．
はじめに，環境の維持について?察された研究を紹介しよう．John and Pecchenino（1994）
では，現在の環境の状態は個人の消費活動，前の期の環境の状態および若年世代による環境の維
持活動に依存するものとし，効用関数についても，Diamond（1965）などで?えられた２期間世
代重複モデルを家計が年をとったときの環境の状態から得られる効用を?慮に入れた形に拡張し
分析を行った．その結果，もし動学的に効率な状態にあるならば，若年世代によって行われる環
境の維持活動は適切に行われていることを示した．また，正の環境維持活動が行われている場合
には，定常状態においてパレート改善的な政策が存在することも合わせて示した．
John and Pecchenino（1994）のモデルを援用し分析をした研究はいくつかあげることができ
る．Ono（1996）では，パレート最適な配分を実現するための消費税，定額税，利子所得税および
環境維持のための補助金のあり方についての検討を行った．これらの税および補助金を適切に設
定することによって，定常状態においてパレート最適な配分が実現することを示している．また
Ono and Maeda（2002）では，若年世代から貯蓄税と定額税を徴収しそれらをもとに高齢世代へ
の所得移転を適切に行うことで，現在および将来にわたる人々の厚生を改善しうることを示した．
熊本（2004）では，定額税によって運営される賦課方式の年金制度を導入し，動学的に非効率な
状態であるとき，賦課方式の年金制度は過剰な資本蓄積を削減すること，汚染ストックが個人の
環境維持活動を通じて減少すること，そして最終的にはパレート改善的な配分が達成されること
を示した．しかし，これらの論文では，公的介護制度が環境や経済に及ぼす影響について?慮を
していない．また，繰り返しになるが，これらの論文では，環境変化の主要因は個人の消費活動
にあるとして分析を進めている．
環境変化の主要因は生産活動を行う企業にあるとしたうえで，さらに環境と社会保障制度の関
連について分析したほかの論文を紹介しよう．その代表的なものとして，Ono（2007a）やOno
（2007b）などがあげられる．Ono（2007a）では企業に環境税を課し，それを財源とした雇用保険
制度の運営について検討している．その結果，雇用保険の給付金増額のために環境税率を高める
場合，失業率は上昇する一方，汚染ストックが減少することを示した．また，もともとの環境税
率がある一定水準より高い場合は，その政策によって経済成長率が下落することもあわせて示し
ている．また，Ono（2007b）では，企業に環境税を課すことで年金保険料率を軽減し，年金の所
得代替率（可処分所得と年金給付額の比）を一定にする政策が経済に及ぼす影響について分析し
ている．この政策を行うと，経済成長率が上昇すること，環境が改善すること，また，すべての
世代の効用が改善することを示した．
介護が経済におよぼす影響について理論的に分析した先行研究をあげよう．公的介護制度の分
析については，Pauly（1990），Tabata（2005），Mizushima（2009）など多く存在する．Pauly（1990）
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は，介護保険制度の導入が困難な理由に関して分析を行い，危険回避的で合理的な個人が保険を
購入しないことを指摘している．Tabata（2005）は，親世代の病気のリスクに関心がある子供世
代を想定し，世代重複モデルを用いて高齢化が経済成長に及ぼす影響を分析している．さらに，
退職世代の健康状態をケアする政策を政府が行う場合，現役世代と将来世代の間で対立が存在す
ると指摘している．Mizushima（2009）は，世代重複モデルを用いて寿命に不確実性が存在する
場合に，家族内の介護時間と公的な長期介護政策がマクロ経済に及ぼす影響について分析してい
る．また，介護サービス供給者を?慮したモデルでは友田・青木・照井（2004）があり，介護保
険による利用料体系では，需給が?衡するようには価格が調整されないことを示している．坂爪
（2004）は，親子間における家族介護の取引に関するモデルを用いて，介護者の賃金，市場で取引
される際の介護サービス価格そして親の所得変化によって，親の介護状況や親子の効用がどのよ
うな影響を受けるのかについて?察している．そこでは，家族介護と介護サービスの代替の可能
性が高い場合には，親の所得増加が親ならびに子の効用水準を引き上げる．また，介護サービス
の価格低下は親の介護状況を改善する．介護者の賃金水準上昇は，子の効用水準を上昇させるが，
親の効用水準は低下する．しかし，坂爪（2004）においては所得，介護サービス価格，賃金水準
は外生変数としている．宮澤（2002）では，戦略的遺産動機（つまり，自身が退職したら子供か
ら介護を受け，その報酬として子供に遺産を残す動機）を持つ３期間世代重複モデルを用いる．
その結果，子供に対する人的資本の形成が行われている場合には，労働所得税を財源とする介護
保険制度の導入は経済成長率に正の効果をもたらすことを示している．三原（2006）は，２期間
世代重複モデルを親の退職期の効用も含む形に拡張し，労働所得税を財源とした介護保険制度が
資本ストックと厚生に及ぼす影響について分析した．ただしいずれの研究も，介護制度が自然環
境に及ぼす影響を?慮に入れていない．
本稿で得られる結論を先述すると以下のとおりである．本稿では三原（2006）で扱われた労働
所得税を財源とした公的介護制度を想定する．そして熊本（2004）で?えられたように，公的介
護制度が環境や経済にどのような影響をもたらすのかについて分析する．ただし，環境汚染の主
要因はOno（2007a）やOno（2007b）と同様，本稿では消費財生産を行う企業とする．その結
果，以下のことがわかった．所得税率を引き上げることで公的介護制度の自己負担率を軽減する
と，民間の介護サービス事業者が行う介護の質が改善し，その価格も安くなる．また，同時に環
境の質も改善する．さらに，経済厚生の観点からは，すでに制度が存在している場合には，公的
介護制度の自己負担率を軽減するのが望ましいということを示した．
本稿の構成は次のとおりである．２節でモデルの説明を行う．３節では?衡と安定性について
検討する．４節では実行される政策について説明する．５節では比較静学を行う．６節では厚生
に及ぶ影響について検討する．７節では本稿のまとめと今後の課題について述べる．
２.モデル
本稿では，個人，消費財を生産する企業，介護サービスを行う企業，政府という４つの主体か
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らなる経済を?える．なお，個人は，２期間生存する．１期目を現役期，２期目を退職期と呼ぶ
ことにしよう．各期における行動については後ほど説明する．?期に現役期にある世代を?世代
と呼ぶことにする．また，本稿では，労働者は消費財生産部門と介護サービス部門を自由に移動
が可能であると仮定する．よって両部門の賃金水準は同一となる．花岡（2010）は，介護産業従
事者の賃金は低く，このことが介護従事者の定着を困難にしていると指摘する．しかし，本稿で
は，環境税を財源とした介護への補助政策が長期の経済に及ぼす影響を明らかにするために，上
述の仮定を置き賃金の問題については?察の対象としない．
2.1 労働市場の?衡式
?世代は，彼らの現役期である?期に，消費財部門もしくは介護サービス部門のいずれかで労働
する．??を?世代一人あたりの労働時間，??は?世代の人口，???を消費財生産に投入される総
労働力，???を?期に介護サービス生産に投入される総労働力とする．そのとき?世代全体の労
働力は???だから
???＝???＋???. (1)
となる．仮定より，どちらの部門でも賃金が同一となる?．よってε?を介護以外の労働に従事する
人の割合とすると???＝ε???，???＝?1－ε?????と表される．さらに，人口成長はないものと
し，??＝????＝1として議論する．
2.2 企業行動
2.2.1 消費財を生産する企業の利潤最大化?
??を総物的資本ストック，??を汚染ストック，???＞0?をその排出コストとする．なお，汚染
ストック??は，環境の質を悪化させるような，温室効果ガスなどを想定している．なお，??に関
する扱いは，Ono（2007b）に従っている．消費財生産に投入される労働力あたりの資本ストック
を??＝ ?????，消費財生産に投入される労働力あたりの汚染ストックを??＝
??
??? とする．物
?
? ???
?
?
?
? ???
?
?
的資本ストックは一期後に完全に償却される．規模に関して収穫一定のコブダグラス型生産関数
を??＝?????????とすると，??＝ ?????＝??????となる．ただし，α??＝?,?,??は，0＜α?＜1???
で，α?＋α?＋α?＝1である．賃金率を??，資本のレンタルプライスを??とする．企業の利潤π?
は
π?＝?????????－???－????－???
となり，利潤最大化の問題を解くことにより??，??，および排出コスト??はそれぞれ
??＝α???????, (2)
１ Harris and Todaro（1970）を嚆矢とした，失業と賃金格差を同時に?慮した２部門モデルを利用した分析
や，柳瀬（2004）のようなかたちで，異なる生産部門の間で賃金の格差が生じることをあらかじめ組み込んだ
分析などが存在する．これらのモデルに世代重複モデルの概念を組みこむことにより，消費財生産部門と介護
サービス事業者部門の間に存在する賃金格差の問題を明示して分析を行うことに関しては，今後の課題とする．
２ この節はOno（2007a）およびOno（2007b）に依存する．
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??＝1＋??＝α????????, (3)
??＝α?????????. (4)
と計算される．ここで，??は利子率を表す．
2.2.2 介護サービスの生産関数
??を?－1世代の人びと（すなわち，?期にすでに退職している人びと）が?期に需要する介護
サービスとする．介護サービスは介護に従事する労働者によって生産されるものとし，Ha-
shimoto and Tabata（2010）の分析で利用されたような，線形の生産関数を想定する．
??＝???. (5)
介護サービス市場は完全競争市場であると仮定する．介護サービス事業者の利潤π?は
π??＝???－????＝????－????,
となる．利潤最大化問題を解くと，介護サービスの価格は以下のように求められる．
??＝??. (6)
2.3 政府の予算制約式
政府は?期に現役世代から所得税を徴収し，それを財源として，介護サービス利用者に補助を
出す．介護サービス利用者の自己負担率を???0＜???1?とする．政府の予算制約式は
?1－??????＝τ????. (7)
と表すことができる．
2.4 個人の効用最大化
効用関数は，Nishimura and Zhang（1992），Zhang and Zhang（1995）および三原（2006）
で?えられたものを，John and Pecchenino（1994），熊本（2004），Ono（2007a）およびOno（2007
b）のように環境の変化に伴う外部性を?慮した形に拡張する．個人は将来について完全予見が可
能であると仮定する．
?世代は現役期である?期に労働を行い，賃金を獲得し，消費や貯蓄をする．さらに，?－1世
代の退職期の効用に関心を有するため，同時に親の介護も行う．そして?世代の退職期である?
＋1期には，前期の貯蓄によって消費財と介護サービスを購入し生計を立てる．
?世代の効用関数と予算制約式を
??＝θ???＋log???－φ????＋δ?????
???＝?1－τ??????－??
?????＋??????????＝?1＋??????.
(8)?
?
?
とあらわす．ここで，???は親の退職期の効用，?????は自身の退職期の効用，θ?0＜θ＜1?は親の
退職期の効用への関心を表すパラメータ，δ?0＜δ＜1?は割引率，???は?世代の現役期の消費，
?????は?世代の退職期の消費，??は貯蓄，??は?世代が?－1世代に提供する家族内介護の時間
を表す．ただし??＋??＝1である．φ???は汚染による不効用の大きさを表す微分可能な増加関数?
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とする．つまり，汚染が進めば進むほど，個人の不効用は大きくなる．
?世代の退職期の効用?????を
?????＝ρlog?????＋?1－ρ??γlog??????＋?1－γ?log???????－φ?????
と表す．ρは退職期の消費の重要度を表すパラメータ?0＜ρ＜1?である．ρの値が小さいほど介護
に対する関心は大きくなる．γは家族内介護から得られる効用の重要度を表すパラメータ?0＜γ
＜1?である．????および????はそれぞれ，家族内介護の質および介護サービス事業者から受け
る介護の質を表す微分可能な増加関数である．ここでは単純化のため????＝?，????＝?と仮定
する．これは，家族内介護の質は時間に，介護サービス事業者から受ける介護の質は購入する介
護サービスの量に強く依存することを意味する．
世代の効用最大化問題を解いて整理すると，貯蓄，労働時間，家族内介護の時間および需要す
る介護サービスの量はそれぞれ以下のようになる?．
??＝ δ?ρ＋?1－ρ??1－γ???1－τ???1＋θ?1－ρ?γ＋δ?ρ＋?1－ρ??1－γ????, (9)????????????????
??＝ 1＋δ?ρ＋?1－ρ??1－γ??1＋θ?1－ρ?γ＋δ?ρ＋?1－ρ??1－γ??≡?, (10)????????????????
??＝ θ?1－ρ?γ1＋θ?1－ρ?γ＋δ?ρ＋?1－ρ??1－γ??≡?, (11)????????????????
????＝ ?1－ρ??1－γ??1＋???????????ρ＋?1－ρ??1－γ????. (12)????????????
2.5 資本市場の?衡式
?世代の貯蓄は?＋1期の物的資本ストックとして使われる．つまり，????＝???より
??＝ε????????? (13)
が得られる．
2.6 介護サービス市場の?衡式
各期の民間介護サービスの需給は一致する．ゆえに，介護サービス市場における需給の?衡式
は以下のようになる．
????＝?????,
上式および(5)式より?????＝?????となるので，この両辺を??＝1であることを?慮し，整理す
ることにより
????＝?1－ε???????. (14)
が得られる．(6)式で求められた供給と，(12)式で求められた個人の最適化問題で導出された需要
３ φ′???＞0とする．
４ ⑼～?の導出については付録Aを参照のこと．
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を用いると，市場?衡における取引量が決まり，それが供給量となる．結果的に個人の介護サー
ビス需要量は(14)式と一致する．
３.?衡の存在と安定性
この節では定常?衡の存在とその安定性について検討する．(4)式より，一人あたり汚染ストッ
クは以下のように導出される．
??＝ α???
???????????. (15)
?
???
?
?
また，介護以外の労働に従事する人の割合ε?は
ε?＝ ??α??ρ＋?1－ρ??1－γ??α??1－ρ??1－γ?＋??α??ρ＋?1－ρ??1－γ??,???????????????????
と計算される?．また，(6)式，(7)式および(14)式より，所得税率と利用者負担率の間には次の関
係
τ??＝ α??1－ρ??1－γ??1－???α??1－ρ??1－γ?＋??α??ρ＋?1－ρ??1－γ??, (16)???????????????????
が成り立つ．よって資本の遷移式は，(2)式，(7)式，(10)式，(13)式，(15)式，および(16)式を
用いて，
????＝?????????, (17)
と表される．ただし，??は
??≡δ???α??1－ρ??1－γ?＋α??ρ＋?1－ρ??1－γ???1＋δ?ρ＋?1－ρ??1－γ?? ×
α?
??
?????,???????????????????? ????
?
?
と定義する．
??＝?と仮定しよう．さらに，??＝?とし，その場合の定常状態を求める．ここで，
?≡δ??α??1－ρ??1－γ?＋α??ρ＋?1－ρ??1－γ???1＋δ?ρ＋?1－ρ??1－γ?? ,????????????????????
と定義する．(17)式を用い，??＝????＝?として解くと以下のようになる．
?＝????????＝??????
α?
?
????. (18)????
?
?
なお，定常状態における?は，(15)式に(18)式を代入することにより，以下のように計算され
る．
?＝ α??
?????????＝?????
α?
?
?????. (19)????
?
?
?
???
?
?
次に，?衡を，初期条件??＞0を所与として(17)式を満たすような数列???????と定義する．(17)
５ 付録B参照．
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式を対数変換すると
log????＝ α?α?＋α?log??＋log?,????
となり，0＜ α?α?＋α?＜1から，(17)式は安定的であることがわかる．よって，(16)式は，一意の定????
常状態に安定的に収束することが示された．
４.比較静学分析
本節では，所得税率をあげることで介護サービス利用者の自己負担率を軽減する政策（以後?自
己負担率軽減政策?と呼ぶ．）が諸変数に及ぼす効果について検討する．
自己負担率軽減政策が資本ストックに及ぼす影響については以下のようにまとめられる．
命題１ 自己負担率軽減政策を行うと，?は減少する．
証明 (18)式を微分することにより
??
??＝
1－α?
?α??
?????
α?
?
????＞0. (20)?? ??? ????
?
?
Q.E.D.
直観的には次のように説明できる．利用者負担率の軽減は所得税率を上昇させることになるの
で，個人の貯蓄を減少させ，それに伴い?を減少させる効果をもたらす．一方で，利用者負担率
の軽減は(18)式より，消費財生産部門の労働に従事する人の割合?ε?を減少させる．定義より?＝
?
ε?だから，εの減少は?を増加させる効果を持つ．個人の貯蓄の減少に伴う効果が，εの減少に??
伴う?の増加効果を上回るため，(20)式のような結果になる．
自己負担率軽減政策が汚染ストックに及ぼす影響については以下のようにまとめられる．
命題２ 自己負担率軽減政策を行うと，環境を改善し，環境悪化に伴う不効用を緩和する．
証明 (19)式を微分することにより
??
??＝
α?
?α??
????
α?
?
?????＞0. (21)?? ?? ????
?
?
よって明らかに ????＞0なので，
?φ
??＞0．??? ??
Q.E.D.
直観的には次のように説明できる，(15)式，(18)式および命題１の結果から明らかに，自己負
担率軽減政策により，?の減少が?の減少につながる．よって，環境が改善される．
自己負担率軽減政策が一人あたりの介護サービスの質に及ぼす影響については，以下の命題に
まとめられる．
命題３ 自己負担率軽減政策を行うと，介護サービス事業者が行う介護の質は改善する．
証明 (14)式を微分すると
???
?? ＝
??
??＝－
α?α??1－ρ??1－γ??ρ＋?1－ρ??1－γ???
?α??1－ρ??1－γ?＋?α??ρ＋?1－ρ??1－γ????＜0. (22)??
?
? ??
?
? ???????????????????
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Q.E.D.
介護サービス事業者による介護は仮定と(14)式から，介護サービスに従事する労働者の労働時
間，介護労働に従事する人の割合に大きく依存する．利用者負担率の軽減によって介護時間には
影響は生じないが，その政策は介護労働に従事する労働者の割合も増加させる．よって介護サー
ビス事業者による介護の質は向上することになる．
介護サービス価格については命題４のようにまとめられる．
命題４ 自己負担率軽減政策を行うと，介護サービス価格は安くなる．
証明 (2)式，(6)式および(20)式より
??
??＝
??
?? ＝
?α?
?α?＞0. (23)??
?
? ???
?
? ??
Q.E.D.
なお，(4)式より明らかに，介護サービス価格と賃金水準は同値なので，介護労働の賃金水準も
低下することになる．
６.経済厚生への影響
前節において，自己負担率軽減政策がおよぼす影響について，以下の３点を明らかにした．第
１に，資本ストックおよび汚染ストックは減少する．第２に，介護サービス価格は低下する．第
３に，事業者による介護サービスの質は改善する．しかし，前節では，定常状態において，その
政策が経済厚生と環境の両方を改善するのかについては触れなかった．そこで，本節では，Mizu-
shima（2009）などでなされているような，定常状態での厚生の比較による?え方を援用し，自己
負担率軽減政策が厚生におよぼす影響について理論的に検討する．
定常状態において制度が存在する場合（すなわち?＝?＜1）の効用水準を
?＝?θ＋δ???＋log??－φ???,
制度が存在しない場合（すなわち，?＝?＝1）の効用水準を
?＝?θ＋δ???＋log??－φ???,
とする．また，φ???＝log?と特定化する．ここで，??－??および log??－log??はそれぞれ
??－??
＝?α?＋α???ρ－1?α? log?
＋?ρ＋?1－ρ??1－γ?－1?log α??1－ρ??1－γ?＋α??ρ＋?1－ρ??1－γ??
α??1－ρ??1－γ?＋?α??ρ＋?1－ρ??1－γ??
,
????????
??????????????????
および
log??－log??＝log α??1－ρ??1－γ?＋α??ρ＋?1－ρ??1－γ??
α??1－ρ??1－γ?＋?α??ρ＋?1－ρ??1－γ??
????????,??????????????????
と計算されるので，?－?は
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?－?
＝－?θ＋δ??1－ρ?α?＋α?α? log?＋γlog
α??1－ρ??1－γ?＋α??ρ＋?1－ρ??1－γ??
α??1－ρ??1－γ?＋?α??ρ＋?1－ρ??1－γ??
,
(24)
?
????? ??????????????????
?
?
と計算される．(24)式の符号は確定しない．しかし(24)式を ?で微分することにより，つぎの命
題を得ることができる．
命題５ 自己負担率 ?が軽減されるほど，公的介護制度が存在するときの厚生の水準と公的介護
制度がないときの厚生の水準との差は拡大する．
証明 (24)式を ?で微分すると
???－??
??
＝－?θ＋δ??1－ρ?
×α??α?＋α???1－ρ??1－γ?＋?α??α??1－ρ??1－γ?＋α??1－γ??ρ＋?1－ρ??1－γ???
?α??α??1－ρ??1－γ?＋?α??1－γ??ρ＋?1－ρ??1－γ???
＜0. (25)
?????
???????????????????????????????????
Q.E.D.
公的介護制度があるときの厚生水準とないときの厚生水準でどちらのほうが高いのかについて
(24)式の結果から，はっきりしたことが言えない．ただし，すでに制度が存在している場合には，
厚生の観点からは自己負担率を軽減するのが望ましいということを命題５は示している．また，
命題２と命題５をあわせて，自己負担率軽減政策は経済厚生と環境の両方を改善することも明ら
かになった．
７.おわりに
本稿は，公的介護制度の改革が経済に及ぼす影響について?察した．具体的には，公的介護制
度が存在する経済のもと，その制度の運営のための個人所得税の税率を引き上げることで公的介
護制度の自己負担率の軽減を行ったときに生じる影響について明らかにした．所得税率を引き上
げることで公的介護制度の自己負担率を軽減すると，民間の介護サービス事業者が行う介護の質
が改善し，その価格も安くなる．また，同時に環境の質も改善する．さらに，経済厚生の観点か
らは，すでに制度が存在している場合には，公的介護制度の自己負担率を軽減するのが望ましい
ということを示した．
残された課題をあげる．第一に，今回の分析では，汚染の源泉は消費財を生産する企業のみで
あった．しかし，環境汚染は人々の日々の生活も大きな要因となる．Yoshida（2002）では，企業
の生産活動と人々の消費活動の両方が環境汚染の要因とし，その上で分析を行っている．第二に，
本稿では分析の単純化のため，労働者は消費財生産部門と介護サービス部門を自由に移動が可能
であると仮定した．ただし，両者の間には労働内容の特性に大きな違いがある．両者の間に移動
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の自由が無い仮定を置いた上での分析は今後の課題とする．そして最後に，本稿の結論は，効用
関数と生産関数を特定した状況で得られたものであり，より一般的な設定のもので同様の結論が
得られるか確認することも今後の課題である．
付録Ａ：(9)式～(12)式の導出について
はじめに?世代の退職期の効用を最大にする問題について?える．
max?????＝ρlog?????＋?1－ρ??γlog????＋?1－γ?log????－φ?????,
?.?.?????＋??????????＝?1＋??????. (A.1)
この問題を解くことにより，退職期の消費および個人の需要する介護サービスの量は
?????＝ ρ?1＋????ρ＋?1－ρ??1－γ???, (A.2)????????
????＝ ?1－ρ??1－γ??1＋???????????ρ＋?1－ρ??1－γ????. (12)????????????
と求められる．ゆえに，退職期の間接効用関数は
?????
＝?ρ＋?1－ρ??1－γ??log?1＋??????＋γ?1－ρ?log????
＋ρlog ρρ＋?1－ρ??1－γ?
＋?1－ρ??1－γ?log ?1－ρ??1－γ????????ρ＋?1－ρ??1－γ??
－φ?????,
?????????
?
?????????????
?
?
と表される．
次に?世代の現役期における個人の効用最大化問題，すなわち，
max??＝θ???＋log???－φ????＋δ?????,
?.?.???＝?1－τ??????－??. (A.3)
を解くと，(9)式から(11)式が得られる．
付録Ｂ：介護以外の労働に従事する労働者の割合の導出について
(3)式，(6)式および(13)式より
?1＋??????
???? ＝
α?
α?ε??????,????????
上の計算の結果と，(12)式および(14)式より
?1－ε???????＝α?α?ε??????
?1－ρ??1－γ?
????ρ＋?1－ρ??1－γ??,?? ??????????
が導かれる．ゆえに
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ε???＝ α?????ρ＋?1－ρ??1－γ??α??1－ρ??1－γ?＋α?????ρ＋?1－ρ??1－γ??.???????????????????
と計算される．
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